
建築物の屋根，壁面又は屋上に設置す
る太陽光発電事業である

発電出力が10kW未満である 条例対象外

個人が自己の居住する土地及び隣接す
る土地に設置する50ｋW未満の事業で
ある（抑制区域外に限る）

既存井を利用した地熱発電事業である
（事業実施前後で温泉の湧出量に変化
を生じないものに限る）

再エネ調和条例に基づく届出
対象事業に該当

抑制区域内の事業である
（※別紙参照）

大崎市再エネ調和条例に基づく手続の流れ①【対象事業確認】

いいえ はい

条例対象外
はい

いいえ

はい
条例対象外

いいえ

条例対象外
はい

いいえ

いいえ

事業の取り止め・
見直しの検討

はい

手続の流れ②を参照

地熱発電事業
以外

手続の流れ④～⑥を参照

地熱発電事業

・計画地区域でしか，熱源の利用ができない等，
相当の理由がある
・法令等に基づく協議会等により，地域の合意形
成が図られている

はい いいえ



【抑制区域】
・森林法に基づく保安林
・自然公園法に基づく特別地域
・農業振興地域の整備に関する法律に基づく農用地区域（営農型太陽光発電事業を除く）
・鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に 基づく鳥獣保護区
・砂防法に基づく砂防指定地
・地すべり等防止法に基づく地すべり防止区域
・河川法に基づく河川保全区域
・都市計画法に基づく第1種低層住居専用地域及び風致地区
・急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に基づく急傾斜地崩壊危険区域
・土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律に基づく土砂災害警
 戒区域及び土砂災害特別警戒区域
・文化財保護法に基づく重要文化財，登録有形文化財，史跡名勝天然記念物，重要文化
 的景観，伝統的建造物群保存地区
・文化財保護条例に基づく宮城県指定有形文化財，宮城県指定史跡，宮城県指定名勝， 
 宮城県指定天然記念物
・大崎市文化財保護条例に基づく大崎市指定有形文化財，大崎市指定史跡，大崎市指定
 名勝，大崎市指定天然記念物

大崎市再エネ調和条例に基づく手続の流れ①【対象事業確認】（別紙）



　
事
前
確
認

事業者 市 備考

法令に基づく各種手続の確認

概要確認

抑制区域の確認（条:第8条）

事前相談（法:施行規則第4条の
2の3第2項第1号）

必要書類の助言・指導，
説明会の範囲等について意
見

対象住民等への説明（条:第10

条第2項）

事前協議書の提出【様式9号・
10号・11号・12号】（条:第10

条第1項）

※工事着手の90日前まで
庁内関係課への意見照会

助言・指導【様式20号】
（条:第21条第1項）

助言・指導に基づく事業計
画の改善等

届出【様式1号】

確約書及び助言・指導への対
応書提出【様式2号・3号】
（条:第9条第1項）

内容確認

内容・現地確認（条:第18

条）

着手届【様式4号】

完了届【様式5号】

市は，必要
に応じて，
事業者に報
告及び資料
の提出を求
め，助言・
指導等を行
う

　
事
前
協
議

　
住
民
説
明

（
合
意
形
成
）

　
届
出

　
設
置
工
事

大崎市再エネ調和条例に基づく手続の流れ②【設置工事】

事前協議に向けた準備

内容確認

内容確認

住民等からの意見等への対
応検討・回答（合意形成）
（条:第10条第6項～第7項）

「条」＝大崎市自然環境等と再生可能エネルギー発電設備設置事業との調和に関する条例
    （大崎市再エネ調和条例）
「法」＝再生可能エネルギー電気の利用に関する特別措置法（再エネ特措法）

相談（任意） 内容確認

助言・指導

対象住民等
は，事業者
に意見等を
提出するこ
とができる
（条:第10条
第5項）



　
事
前
確
認

事業者 市 備考

法令に基づく各種手続の確認

概要確認事前相談（法:施行規則第4条の
2の3第2項第1号）

必要書類の助言・指導，
説明会の範囲等について意
見

対象住民等への説明（条:第10

条第2項）

変更事前協議書の提出【様式
13号】（条:第10条第1項）

※工事着手の90日前まで
庁内関係課への意見照会

助言・指導【様式20号】
（条:第21条第1項）

助言・指導に基づく事業計
画の改善等

変更届出【様式6号】

指導への対応書提出【様式3

号】（条:第9条第2項）

内容確認

内容・現地確認（条:第18

条）

着手届【様式4号】

完了届【様式5号】

市は，必要
に応じて，
事業者に報
告及び資料
の提出を求
め，助言・
指導等を行
う

　
変
更
事
前
協
議

　
住
民
説
明

（
合
意
形
成
）

　
変
更
届
出

　
変
更
工
事

大崎市再エネ調和条例に基づく手続の流れ③【変更届】

事前協議に向けた準備

内容確認

内容確認

住民等からの意見等への対
応検討・回答（合意形成）
（条:第10条第6項～第7項）

「条」＝大崎市自然環境等と再生可能エネルギー発電設備設置事業との調和に関する条例
    （大崎市再エネ調和条例）
「法」＝再生可能エネルギー電気の利用に関する特別措置法（再エネ特措法）

相談（任意） 内容確認

助言・指導

対象住民等
は，事業者
に意見等を
提出するこ
とができる
（条:第10条
第5項）

軽微な変更
は，変更届
の省略可
(例)

発電出力の
減少

変更事由の発生



　
事
前
確
認

事業者 市 備考

法令に基づく各種手続の確認

概要確認

抑制区域の確認（条:第8条）

事前相談（法:施行規則第4条
の2の3第2項第1号）

必要書類の助言・指導，
説明会の範囲等について
意見

対象住民等への説明（条:第10

条第2項）

事前協議書の提出【様式15

号・16号・12号】（条:第13

条）

※調査着手の90日前まで
庁内関係課への意見照会

助言・指導【様式20号】
（条:第21条第1項）

助言・指導に基づく事業計
画の改善等

届出【様式14号】

確約書及び助言・指導への対
応書提出【様式2号・3号】
（条:第12条第1項第1号）

内容確認

内容・現地確認（条:第18

条）

着手届【様式4号】

完了届【様式5号】

市は，必要
に応じて，
事業者に報
告及び資料
の提出を求
め，助言・
指導等を行
う

　
事
前
協
議

　
住
民
説
明

（
合
意
形
成
）

　
届
出

　
資
源

　
調
査

大崎市再エネ調和条例に基づく手続の流れ④【（地熱）資源調査】

事前協議に向けた準備

内容確認

内容確認

住民等からの意見等への対
応検討・回答（合意形成）
（条:第10条第6項～第7項）

「条」＝大崎市自然環境等と再生可能エネルギー発電設備設置事業との調和に関する条例
    （大崎市再エネ調和条例）
「法」＝再生可能エネルギー電気の利用に関する特別措置法（再エネ特措法）

相談（任意） 内容確認

助言・指導

対象住民等
は，事業者
に意見等を
提出するこ
とができる
（条:第10条
第5項）

法令等に基
づく協議会
を設置し，
対象住民等
への説明が
行われてい
ると認めら
れる場合，
説明会の開
催とみなす
ことができ
る※必要に応じて，周辺地域

の関係者から意見聴取等を
行う

事業者は，
適時におい
てモニタリ
ングを実施
(条:第11条)



　
事
前
確
認

事業者 市 備考

法令に基づく各種手続の確認

概要確認事前相談（法:施行規則第4条の
2の3第2項第1号）

必要書類の助言・指導，
説明会の範囲等について意
見

対象住民等への説明（条:第10

条第2項）

事前協議書の提出【様式15

号・17号・12号】（条:第13

条）

※掘削等着手の90日前まで
庁内関係課への意見照会

助言・指導【様式20号】
（条:第21条第1項）

助言・指導に基づく事業計
画の改善等

届出【様式14号】

確約書及び助言・指導への対
応書提出【様式2号・3号】
（条:第12条第1項第2号）

内容確認

内容・現地確認（条:第18

条）

着手届【様式4号】

完了届【様式5号】

市は，必要
に応じて，
事業者に報
告及び資料
の提出を求
め，助言・
指導等を行
う

　
事
前
協
議

　
住
民
説
明

（
合
意
形
成
）

　
届
出

　
掘
削
等
・

　
噴
気
試
験

事前協議に向けた準備

内容確認

内容確認

住民等からの意見等への対
応検討・回答（合意形成）
（条:第10条第6項～第7項）

「条」＝大崎市自然環境等と再生可能エネルギー発電設備設置事業との調和に関する条例
    （大崎市再エネ調和条例）
「法」＝再生可能エネルギー電気の利用に関する特別措置法（再エネ特措法）

相談（任意） 内容確認

助言・指導

対象住民等
は，事業者
に意見等を
提出するこ
とができる
（条:第10条
第5項）

※必要に応じて，周辺地域
の関係者から意見聴取等を
行う

事業者は，
適時におい
てモニタリ
ングを実施
(条:第11条)

温
泉
法

申
請 ＜温泉法に基づく許可申請＞

温
泉
法

許
可 ＜温泉法に基づく許可＞

大崎市再エネ調和条例に基づく手続の流れ⑤【（地熱）温泉法許可に基づく掘削等】

法令等に基
づく協議会
を設置し，
対象住民等
への説明が
行われてい
ると認めら
れる場合，
説明会の開
催とみなす
ことができ
る



　
事
前
確
認

事業者 市 備考

法令に基づく各種手続の確認

概要確認

抑制区域の確認（条:第8条）

事前相談（法:施行規則第4条の
2の3第2項第1号）

必要書類の助言・指導，
説明会の範囲等について意
見

対象住民等への説明（条:第10

条第2項）

事前協議書の提出【様式15

号・10号・11号・12号】（条:

第10条第1項）

※工事着手の90日前まで
庁内関係課への意見照会

助言・指導【様式20号】
（条:第21条第1項）

助言・指導に基づく事業計
画の改善等

届出【様式14号】

確約書及び助言・指導への対
応書提出【様式2号・3号】
（条:第12条第1項第3号）

内容確認

内容・現地確認（条:第18

条）

着手届【様式4号】

完了届【様式5号】

市は，必要
に応じて，
事業者に報
告及び資料
の提出を求
め，助言・
指導等を行
う

　
事
前
協
議

　
住
民
説
明

（
合
意
形
成
）

　
届
出

　
設
置
工
事

事前協議に向けた準備

内容確認

内容確認

住民等からの意見等への対
応検討・回答（合意形成）
（条:第10条第6項～第7項）

「条」＝大崎市自然環境等と再生可能エネルギー発電設備設置事業との調和に関する条例
    （大崎市再エネ調和条例）
「法」＝再生可能エネルギー電気の利用に関する特別措置法（再エネ特措法）

相談（任意） 内容確認

助言・指導

対象住民等
は，事業者
に意見等を
提出するこ
とができる
（条:第10条
第5項）

大崎市再エネ調和条例に基づく手続の流れ⑥【（地熱）設置工事】

事業者は，
適時におい
てモニタリ
ングを実施
(条:第11条)

法令等に基
づく協議会
を設置し，
対象住民等
への説明が
行われてい
ると認めら
れる場合，
説明会の開
催とみなす
ことができ
る



再エネ特措法に基づく廃棄費用等の積
立を行う（法:第15条の12第2項）

発電出力が50kW以上である（条:第2条
第10号）

対象外

地球温暖化対策推進法の規定で認定さ
れた地域脱炭素化促進事業計画に基づ
く特定事業である

その他適切な廃棄等費用の積立方法が
すでに確保されている
（例）金融機関との契約により廃棄等
費用積立の専用口座が管理されている

廃棄等費用の積立計画に基づき，信用
格付けを有する金融機関に保証金を預
入（条:第14条第1項～第5項）

大崎市再エネ調和条例に基づく手続の流れ⑦【特定事業：保証金預入等】

はい

いいえ

保証金預入の適用除外
はい

いいえ

はい

いいえ

市長が認める場合，保
証金預入の適用除外はい

いいえ

保証金に係る預金債権について，市と
質権設定契約を締結

解体等に伴う
減額申入れ

減額等の措置（条:第16

条）

損害賠償責任保険等へ
の加入（条:第17条）

保証金預入の適用除外

※市は，必要に応じて，事業者に積立状況の報告や資料の提出を求める

「条」＝大崎市自然環境等と再生可能エネルギー発電設備設置事業との調和に関する条例
    （大崎市再エネ調和条例）
「法」＝再生可能エネルギー電気の利用に関する特別措置法（再エネ特措法）


